
別記
　　　　 第１号様式（第14条関係）

【環境ポリシー】
　私たち明治グループは、自らの事業が豊かな自然の恵みの上に成り立っている
ことを認識し、持続可能な社会の実現に貢献していきます。そのために、お客さ
ま、ビジネスパートナー、地域社会などと協働し、研究・開発、調達、製造、物
流、マーケティング・販売、消費および廃棄のバリューチェーン全体において地
球環境と事業活動との調和を図ることで自然と共生し、環境に配慮した企業経営
を推進していきます。

１．法令遵守
　　私たちは、環境にかかわる法令・条例、ステークホルダーとの協定、
　　業界規範、自主基準を遵守します。
２．環境マネジメント
　　私たちは、環境マネジメント体制を構築し、事業活動を行う国内外の
　　地域において環境保全活動の継続的な改善に取り組みます。
３．生物多様性の保全
　　私たちは、事業活動に伴う生物多様性への影響を把握し、生物多様性の
　　保全・再生に努めます。
４．環境負荷低減
　　(１)私たちは、脱炭素社会の実現に向けて省エネルギー・創エネルギーを活
用することで、ＣＯ２などの温室効果ガスの
　　　　排出削減に努めます。
　　(２)私たちは、水の有効利用、水質の適正管理に加えて、水源涵養にも
　　　　取り組み、限りある水資源を大切にします。
　　(３)私たちは、製品のライフサイクル全般およびあらゆる事業活動に
　　　　おいて、廃棄物の削減、再利用、再資源化を推進し、循環型社会の
　　　　実現に貢献します。
　　(４)私たちは、事業活動にて発生する汚染物質を適正管理し、地球環境
　　　　の汚染防止を推進します。
５．社員教育
　　私たちは、社員に対して環境に関する教育・啓発に取り組み、環境
　　意識の醸成を図ります。
６．適切な情報開示
　　私たちは、ステークホルダーに対して環境情報の適時・適切な開示と
　　対話を図ります。

環境に配慮した事業活動を自主的に進めていくため
の目標（以下「目標」という。）

目標を達成するための取組の成果及び当該成果に対
する評価

２０２４年度目標成果（殺菌乳量換算）
①電力使用量２３年度比２％削減⇒１．５０％削減
②ガス使用量２３年度比２％削減⇒１．３７％削減
③水使用量２３年度比２％削減⇒５．３２％削減
④産業廃棄物２３年度比２％削減⇒６．７４％削減
⑤ＣＯ２排出量２３年度比２％削減⇒１．９５％増加
・グローバルエンジニアリングと契約をしているが排出係数が高くCO2排
出量が増加した。

基 本 方 針

目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 進 捗 状 況

・生産ライン安定稼働・稼働率向上によるエネルギー使用量削減
　⇒継続取組中
・廃棄原料の削減による環境負荷低減
　⇒継続取組中
・配送車の配送効率化によるＣＯ２排出量削減
　⇒継続運用中
・洗浄工程の見直しによる水の使用量削減
　⇒継続取組中
・各ＣＩＰユニットの回収水再利用化による水の使用量削減
　⇒継続取組中
・不良ドレントラップ更新によるガス使用量の削減
　⇒継続取組中
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目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 の 内 容

・生産ライン安定稼働・稼働率向上によるエネルギー使用量削減
・廃棄原料の削減による環境負荷低減
・配送車の配送効率化によるＣＯ２排出量削減
・洗浄工程の見直しによる水の使用量削減
・ＣＩＰユニットの回収水再利用化による水使用量の削減
・不良ドレントラップ更新によるガス使用量の削減
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適 用 範 囲
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牛乳・乳製品の製造

環 境 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム の 名 称

東京都中央区京橋二丁目２番１号

電話番号： 03-3273-0735



注　認証番号の欄は、導入した環境マネジメントシステムの内容について第三者の認証を受けている場合にのみ記入してください。

事 業 活 動 に 係 る 法 令 の 遵 守 の 状 況 毎年、内部監査を実施している。

環境マネジメントシステムの評価及び見直しの内容

目標設定し削減に取り組んできた結果、製造ラインの新設・増設および
変更等があるなかで電力、ガス、水ともに使用量が削減され良くなって
きている。
CO2排出量については目標達成できずでしたが、原因はわかっており、今
後、対策していく。
【見直し内容】
・排出係数の低い電力契約の実施に向け取り組む。
・引き続き廃棄物の分別教育を実施する。
・太陽光発電設備導入による電力削減に努める。


